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 本書は、「学会の商業化」という独自の概念を提示し、詳細な事例分析及び豊富なデータ
に基づく定量分析によって、サイエンスとテクノロジーの相互作用の実証分析を行ってい
る。この分析に基づき、イノベーションの創出の新しいモデルである「知識の相互浸透モ
デル」を提示している。 
著者らも指摘するようにサイエンスがテクノロジーと密接に関連し、サイエンスがイノ
ベーションに大きな影響を与えていると主張する既存研究は国内外で散見される。しかし
ながら、その関係性を具体的かつ詳細に分析した実証研究は乏しい。本書には、サイエン
スの重要性というイノベーション研究の中心的課題でありながら、未だ明らかになってい
ない命題に正面から切り込む意欲的な研究成果が提示されている。 
本書の分析課題を具体的に列挙すると、「企業の科学知識へのアプローチ及び吸収方法」
「科学者の活動の場である学会・大学の役割」「科学から産業への影響及び産業知識から科
学への影響」「科学と産業は知識移転の方法を介してのみ結びついているのか」などであり、
いずれも学術的にも大変興味深く、また、企業実務にとっても重要な戦略課題を取り扱っ
ている。本書の分析結果は、イノベーション研究者のみならず、研究開発に携わっている
大学・企業等の研究者・技術者あるいはイノベーションの推進に責任を持つ経営者・企画
担当者などにとっても、大変示唆に富んだ内容となっており、本書の最終的な目標である
イノベーションの効率的な推進に役立つものと考えられる。 
また、従来の産業と科学の関係性を分析する既存研究の多くは、科学に基づく新規産業
の創造に焦点を当てた研究、あるいは、産学連携の研究で特に大学に焦点を当てた研究で
あった。これに対して、本書は、新産業よりも既存の産業、そして、産学連携の場として
大学ではなく学会に焦点を当てており、ここに学術的な独創性・新規性が認められる。 
本書は三部構成となっている。第 1 部は、テレビ等に用いられるディスプレイ産業の分
析、第 2 部は、太陽電池産業の分析、第 3 部は、自動車産業の分析である。いずれも、新
産業と言うよりは、既存の産業であり、これらの産業のイノベーションにおいて、サイエ
ンスの重要性が高まっていることが示されている。 
第 1 部は 3 章構成であり、第 1 章は、ディスプレイ技術関連学会の発表件数に関する独
自のデータベースを構築し、液晶・プラズマ・有機 EL の 3 つのディスプレイ技術の発表
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件数を分析している。近年、この分野では韓国の技術力の向上が目覚ましく、従来主導的
な立場であった日本の発表件数を凌駕していると指摘されているが、本書は、この点を豊
富なデータを用いて定量的に実証している。そして、この要因を探るべく、①口頭発表と
②ポスター掲示という発表形態別に分析を行い、韓国では、ポスター掲示による発表件数
が急増していることが日韓逆転の要因であることを明らかにしている。 
第 2 章では、ポスター掲示の増加という現象から学会の意義を改めて考察し、「学会の
商業化」という独創的な概念を提示している。従来の研究では、学会は「科学の共有地」
であるという考え方が提唱されてきた。これに対して、学会の商業化とは、具体的には、
例えば、学会参加者が展示会の開催、あるいは、関係者向けの非公開のプライベート・デ
モなどを用意して、学会を商談の場として積極的に活用するような現象である。すなわち、
企業の参加者が学会の場を通じて、活発な知識生産と市場競争の先取りを相互作用的に行
い、商業的な意義付けを高めている現象である。そして、この観点からすれば、口頭発表
よりもポスターセッションの方が参加者と聴衆の情報の相互作用が盛んであり、科学の私
有地としての要素が高いと言える。特に、学会とは別の場所で開催されるプライベート・
デモは、私有地としての活用の典型例と考えられる。ここでは、学会の私有地という考え
方、また、学会としての機能・役割を分かりやすく概念化し、模式図を提示しており、今
後のイノベーション研究において大きな指針になると考えられる。 
第 3 章は、産業における学会活用の多様性を具体的に示す事例として松下電器産業（現
パナソニック）が買収したアメリカベンチャー企業プラズマコ社の事例を分析している。
プラズマディスプレイの世界的パイオニアであったプラズマコ社は、資金難であるにも関
わらず、数々の技術的な課題を克服していったが、この成功の要因の一つとして、学会の
プレゼンスを巧みに活用していることが詳細な事例分析から示されている。 
第 2 部である第 4 章は、太陽電池を分析対象として、産業とサイエンスの関わり方を分
析している。分析対象企業は、カネカ、昭和シェル石油、本田技研工業の三社である。一
般に日本の代表的な太陽電池メーカーは、三洋電機・シャープ等のエレクトロニクス・メ
ーカーであったが、これらの三社は、エレクトロニクス・メーカーとは言えない。すなわ
ち、従来の本業ではない太陽電池というエレクトロニクス分野に進出しているのであり、
他のエレクトロニクス・メーカーとは異なるサイエンスとの関わりを持つ必要があったと
考えられる。ここでは、詳細な事例分析と論文・特許のデータセットを用いて、各社のサ
イエンスとの関わりを明らかにしている。ただし、三社の科学への関わり方は、それぞれ
異なっており、これが学会の機能の多面性をさらに浮き彫りにしている。言い換えれば、
学会の機能として従来考えられている「研究成果の公表と共有」という役割以外に今日の
学会にはイノベーション促進における重要な役割があるが、それは企業の文化や戦略によ
って、多種多様であると言えるのである。 
第 3 部の第 5 章は、自動車産業における研究開発とサイエンスの関連について分析が行
われている。まず、筆者らは、日本の上場企業への大規模質問票調査を行い、自動車産業
がサイエンスを重視する傾向があり、今日の日本において自動車産業が最も科学重視度が
高い産業であることを明らかにしている。次に、日本の自動車産業の代表として、トヨタ
自動車を対象に、論文データの分析を行ない、同社が 1995 年以降急速に国内における論
文発表を伸ばし、また、その内容がハイブリット車に関するものが多いことを示している。
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ただし、同社の学会へのアクセスは増大しているものの、その関わりはハイブリット車の
広報的意味合いや限定的な大学との共同研究の成果発表が大部分を占めていることも指摘
されている。さらに、主に特許データを用いて、トヨタ自動車と松下電器産業の合弁会社
であるパナソニック EV エナジーを対象にイノベーションプロセスを分析している。この
結果、トヨタ自動車が科学の知見のみならず、同一産業や系列内の企業あるいは他産業の
企業の知見を学び、その知識を内部化していることが議論されている。 
最終章では、本書の分析結果を再整理し、それに基づき、新しいイノベーションのモデ
ルが提唱されている。それは、科学と技術の相互浸透モデルであり、企業がイノベーショ
ンを推進するためには、知識が相互浸透する場と人材を重要視すべきであると結論付けて
いる。 
以上が本書の構成である。 
本書を評価すべき点は多々あるものの、大きく二つに整理したい。第一に、イノベーシ
ョンにおける学会の役割として、従来の見方であった「科学の共有地」という見方に対し
て、「学会の商業化」という考え方を新たに提示した点である。前述のようにイノベーショ
ンにおけるサイエンスの重要性を指摘する研究は、既に国内外で散見されるが、本書は、
特に学会の機能に着目し、その役割が変化していること、また、特に日本の既存産業も学
会を重視する傾向にあることを明らかにしている。この点は、日本企業の経営戦略及び研
究開発戦略上大きな示唆を与えるものである。本書でも分析課題に取り上げているが、近
年、オープンイノベーションという概念がイノベーション研究者のみならず、日本企業の
実務家にも注目されている。ただし、その意義を認める意見がある一方で、オープンイノ
ベーションの積極的な導入においては否定的な見解も提示されている。本書は、改めて、
産業による差異はあるものの、イノベーションにおけるサイエンスの重要性を提起し、そ
のイノベーション推進の具体的な「場」として学会を位置づけ、その機能の多様性及び変
容を詳細に分析した点が高く評価できる。第二に、本書は、イノベーションにおけるサイ
エンスの重要性を単に定性的に議論するのではなく、丹念な事例分析と豊富な特許・論文
データにより実証分析を行なっている点も評価に値する。企業のイノベーションにおける
サイエンスの重要性を示す代表的な指標として、特許一件あたりの論文引用件数を指標化
したサイエンスリンケージがある。米国特許を対象としたサイエンスリンケージの分析に
より、その値が上昇していることから、イノベーションにおけるサイエンスの影響度が高
まっているなどの議論がよく知られている。ただし、評者も日本のサイエンスリンケージ
の分析に関わったが、サイエンスリンケージは分かりやすい指標であるものの、分析が単
純に過ぎると言う批判がある。この点において、本書は、国内外の複数の事例を対象に丹
念な分析が行われており、独自のデータベースを構築し、多様な指標により実証分析が行
われている。イノベーションにおけるサイエンスの重要性について詳細かつ具体的な根拠
が多数示されているのである。 
これらの高い評価を踏まえても、なお、敢えて本書の改善点を要望するとすれば、本書
の分析手法は、研究者にとっても、大変参考になるものの、統計の詳しくない読者からす
れば、分析の意義を追うことが難しいと思われる箇所がある。特に第 5 章においては、ク
ラスカル・ウォリス検定や因子分析などの統計手法が多用されており、その分析結果につ
いては、自動車産業がサイエンスとの結びつきを強めているなど大変説得的で示唆に富ん
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だ結果が示されている。ただし、その分析手法や分析の過程など、もう少し詳細な記載が
あれば、今後、同様な分析を志す大学院生等にもより参考になったと考えられる。 
また、今後の研究課題であるとも考えられるが、企業の実務家が読み手である可能性も
踏まえれば、企業側の戦略上の意図をより詳細に分析し、今後の日本企業のイノベーショ
ン戦略上の示唆をより具体的に提示した方が望ましいと考えられる。日本企業には、イノ
ベーションにおけるサイエンスの重要性について、否定的な見解を持つ実務家も少なくな
い。この点について、本書の分析結果はイノベーションにおけるサイエンスの重要性を改
めて実証している点で示唆に富んでいる。しかしながら、実務家にとっては、次に「では
具体的に企業はどうすれば良いのか」という問いかけをすると思われる。この点について、
本書は最後に企業が実施すべき 2 つのアプローチを提示している。それは、第一は、学会
や大学研究室など相互浸透の場の選択的活用であり、第二は相互浸透人材の選抜登用であ
るとしている。この 2 つのアプローチ自体は大変興味深い指摘であるが、実務家としては、
もう少し詳細な戦略・方法論あるいは、その根拠が知りたいと考えるであろう。ただし、
より具体的な戦略を知りたいと実務家も考えるほどに、本書が提示した分析結果が説得的
であり、それに基づく新しいイノベーションモデルの有用性が高いとも評価できる。 
本書は、既存産業も含めて、サイエンスがイノベーション戦略において重視されている
ことを様々なアプローチから実証しており、学術書としての価値が高いことは言うまでも
ない。また、企業の研究開発担当者あるいは研究開発マネジメント担当者、さらにはイノ
ベーション推進を担う経営者、行政担当者など多くの実務家にとっても、大変有益なビジ
ネス書として推薦すべき良書であると考えられる。 
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